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国境の国際共同管理と移民

一政治学的移民研究アプローチと「移民危機」の克服一

岡部みどり 本

Summary 

This article investigates the act of state toward international migration. Despite the fact 

that migration is comp）巴ted only after states accept migrants to ent巴r, the academics have 

heretofore paid little attention on whether and how the border control by states affects migraｭ

tion. This article attempts to show how a political approach to examine the state border con 

trol can be useful to the study of migration. It also argues that the political approach will be 

significant to understand the international coop巴rat ion on migration management (or the 

Common Migration Management) that has com巴 into existence quite recently. 

The article first clarifies the characteristics of border in the context of modern system 

of states. With the establishment of the modern international system, the meaning of the bor 

der changed from γ「ontier αround α stαte” to ” division between stαtes. ” By the time the nation 

state 巴merged in particular, the border b巴came "visibl巴H due to the daily practice of the states 

to distinguish ＇・not us ” from 、s” The mechanism of immigration control was thus embedd巴d

in the state sovereignty and concurr巴ntly, the migrant became a target of governance by the 

state. 

The second section observes the current situation where the international migration be 

comes more '’problematic ” for the mechanism of immigration control. The policy-mak巴rs of 

such major r色C巴iving states as U.S. and European countries consider that they now receive miｭ

grants beyond their absorption capacity; hence b巴gin to regard the recent inflow of foreigners 

as a threat to their society. This political situation in the receiving states can be regarded as 

a challeng巴 to the lib日ral foundation of the modern state, in which the state is required to imｭ

plement both policies of inclusion and exclusion in order to uphold the liberal principle on 

which it stands. 

Lastly, this article examines the th巴oretical breakthrough from the liberal dilemma and 

analyzes the recent efforts by the rec巴iving states to promote policies that app巴町 to conform 

to the liberal rationale. The neoliberalist school argues for solution of this dilemma by propos 

ing th巴 int巴rnational framework in which both receiving and sending states of migrant coopｭ

erate through negotiation. In practice, the major receiving stat巴s now seek to involve the 

migrant s巴nding states and join in with them to ”manage ” th e movem巴nt of people. In particuｭ

lar, th巴 receiving states regard their inability to control the migration as being caused by the 
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global problem, and based on this rational巴 develop policies that address the root-cause of em1-

gration. in most cases, in the form of package-deal with such policies as economic assistance 

and humanitarian involvement for conflict resolution. Although further r巴search is needed to 

examine this new stage of international cooperation, the idea of pushing the migration issue 

onto the political agenda in international r巴lations could encourage us to reconsider the relaｭ

tionship between immigration control and the state sovereignty, and consequently the internaｭ

tional order. 

0 .問題の所在

-1. 政治学的移民研究の意義

現代世界において、人の越境移動はなぜ起こる

のだろうか。 この問いに答えることを目的とした

研究は数知れなし、。 そして、その研究の多くは、

「なぜ人は自らの国籍国を捨てるのか」、あるいは、

「（自国へのアイデンティテ ィ を捨てないまでも）

なぜ人は自らの国籍国外に移住することを決意す

るのか」、というような、 言わば、移動する主体

の側に焦点を当てるものとなっている。

いわゆる難民研究や移民研究と呼ばれている多

くの文献を紐解いてみれば、このことはりl らかで

ある 。 多くの研究において、難民とは迫害の危機

から身を守るための越境移動者であり、移民とは、

自らの経済／社会的地位向上を目指すための越境

移動者であると説明される。 そして、人が難民あ

るいは移民となるのを可能にするような背景は、

この説明を前提とした上で展開される。 例えば、

難民は近代国民国家の擬制性がもたらした悲劇で

あり、また、移民は、世界規模での経済統合の進

展とそれに伴う地域格差、移動手段の発達、情報

ネットワークの充実を背景とする個人の経済活動

とその結果であった。 この他にも、国際／地域／

エスニ ック紛争、ジェノサイド、独裁（軍事）政

権、強制移住、あるいはグローパリゼーション、

既存移民コミュニティなどが、難民あるいは移民

を説明するキーワ ー ドとしてしばしば取りあげら

れてきた。

これらの研究は、確かに、越境移動する人々の

属性や移動の動機、そしてときには移住後の人々

のアイデンティティの有り様を論ずるうえで意義

深い考察であると言える 。 しかし、 「人の越境移

動の原因」、さらに言えば「人の越境移動を成功

させる原因」 について考える場合、移動する個人

の視角に偏ったこれら従来型のアプローチだけで

は不十分である。

従来型のアプローチには、決定的に欠けている

分析視角がある。 それは、即ち、受け入れる国家

の側の視点である。「難民であれ移民であれ、国

家が無条件に外国人を受け入れるわけではない」

ということは一見自明の論理のようにみえるが、

それでは、翻って、 「どのような条件の下で国家

は外国人の受け入れを決定するのか」 という問い

への解答が明らかであるかというと、そうではな

い。 難民を受け入れる要件をめぐっては、国家と

国際保護体制との衝突は未だに絶えなし、。 また、

移民 （労働者）の受け入れに関しては、国家はそ

の需要に基づいて自発的な判断を下せる立場にい

るようでありながら、その実、合理的な決断を妨

げられる場合もある。

本稿で取りあげる政治学的移民研究アプローチ

は、人が難民あるいは移民となることを最終的に

決定付けるものとして十分に議論されることのな

かった、国家の受け入れの有り方に着目するもの

である。つまり、 主に近代国民国家が受け入れる

難民や移民とはそれぞれどのような存在であるの

か、また、近代国民国家がなぜ難民や移民を含め

た外国人の出入国を管理するようになったのか、

という問題への解答を試みることこそが、本稿の

ひとつの目的である。

-2 . 国境の共同管理

近代国民国家の形成と難民あるいは移民との関

係を明らかにしたうえで、本稿では：、さらに、複

数の国家による「国境の共同管理」という行為に

焦点を当てる。 この「国境の共同管理」とは、主
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に今日の西欧諸国を中心に展開されている、国家

どうしが協力することによ っ て自国の主権を維持

しようとする試みて、ある 。 ここでの 「共同」 とは、

必ずしも当事国すべてに平等の、あるいは公平な

結果を萌すことを意図するものではなし、。 そのよ

うな結巣志向の代名詞であるよりはむしろ、 「開

政性を原則としつつもその開放性を保つために一

定の閉鎖性を備えなければならな Lリ という、今

日の多くの国家が抱えるリベラリズムのデ ィ レン

マを克服するためのひとつの解決を具現化させる

ものとしての概念上の布石である。

「国境の共同管理」 は、 実態としては、 主に出

入国管理政策、難民政策、移民政策の 3 つの政策

分野における既存からの脱却として展開される。

このロジ ックの もとでは、 「どのような外国人を

受け入れるか」 を決定する 「場」 が変化する。 つ

まり、従来は国家がその国境において行ってきた

出入国管理を、現在では、申請者が国境にたどり

着 く前に行うための方法 （戦｜略） が検討される。

そして、この新しい出入国管理を実現化するため

の方法として、受け入れ国と送り出し固との協調

（あるいは交渉）、つまり、 「国境の共同管理」 が

求められることとなる。

こ のよ う にして生まれた 「国境の共同管理」体

系においては、出国を希望する個人が目的国に行

き着く lliJ に既に入国を却下される場合が生じるた

め、個人の出国の意思を尊重するいくつかの国際

機関はその実施に懸念を示している。 また、出移

民による送金が国家経済への主要な貢献となって

いる国々は、この協調に与することで必ずしも好

ましくない選択を強いられることになる。 この戦

略は、ともすると、強し、先進諸国 （多く は受け入

れ国） が、弱い発展途上国 （多 くは送り出し国）

を力ずくで説得する形での不公平な国際協調に結

びっくものと捉えられ、 実際にこの点に依拠した

先進諸国への批判は跡を絶たなし、。 しかし、その

一方で、多くの受け入れ国家において、従来型の

寛大な難民／移民受け入れスキームが既に破綻し

ており、そのことが圏内での政治的／社会的札機

を生むひとつの温床となっていることにも、国際

社会は気付きはじめている。

本稿はこの状況を踏まえつつ、実際の国家間協

調のあり方の評価ではなく、協調が生まれるに至っ

た背景に着目する。 それは、従来 （西欧は特に第

二次大戦後）寛大な外国人の受け入れ国であった

欧米諸国が、圏内事情ゆえに受け入れのための門

戸を閉ざすことを余儀なくされた時期 （1990 年

前後） に端を発する。 特に西欧諸国では、いわゆ

る労働力としての外国人導入の停止後対応すべき

とされた、既存の外国人労働者の家族呼び寄せへ

の許可や、いわゆる経済移民としての入国の道を

絶たれた外国人が （政治）難民として入国を目指

すようにな ったことによる「庇護申請」 の急増が、

国家の受け入れ体制に大きな打撃を与えることと

なったl。 さらに、同時期に起こった西バルカン

での地域紛争による大量かっ突発的な避難民の押

し寄せが、これに拍車をかけた。 入国希望者が難

民なのか移民なのか、それとも別の法的カテゴリ ー

において保護するべき人々なのか、という判断が

困難にな っ ていく中で、西欧諸国内では、自国の

「受け入れ能力 （absorption capability ）」 に関

する議論が高まっていく 。 つまり、 「どの程度ま

で我々は外国人を受け入れるべきなのか」 という

疑問が、国民の聞に生じることとなったのである。

この疑問は、国家が自力で対処できるものではな

いとされた。 そして、こ の解決策として国際協調

即ち 「国境の共同管理」が模索されるようになっ

ていったのである。

「国境の共同管理J を通じ、国家は人の越境移

動をグローパル ・ イシュー化するだけでなく 、 国

家主権の発揚である国境管理の機能を温存するこ

とを目指している。 この一見矛盾するようなロジッ

クがどのようにして生まれてきたのかを明らかに

することが、本稿のもうひとつの目的である。

1 .人の国際移動と国家の出入国

管理

- 1. 空間の変質

人の越境移動について考える とき、空間や時間

との関連に注目すると興味深い。

人の移動は、それを受け入れる空間の変容によっ

て大きくその意味を変えてきた。 つまり、閉じ
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「隣国への人の移動」 であっても、それが中世の

話であったのか、現代に見られる現象なのかによっ

て、語られる文脈や受け入れ先の国家への影響な

どがまったく 異なってくる。 また、 空間そのもの

も、時間によってその意味を変えることは前項で

示したとおりである。 即ち、 閉じアメリカ合衆国

への移住であっても、そこが 「新大陸」 であった

のか、 それとも現代の国際社会における主権国家

のひとつであるのかによって、人の移動の目的の

みならず、受け入れ国家の態勢も変わってくる。

より具体的には、空間を形作る境界、つまり国

境が固定的かどうかによっても、人の移動の意味

は異なる。 空間が 「動的」なとき、人の移動は、

現代で言うところの移民2とは必ずしも言えない

場合がある。 有史以来、 人の移動はしばしば、人

口増加、 気候変動、生産や交易の発展、 交通手段

の発達などの結果としてだけではなく、戦争や征

服、国家形成のための政治的努力の結果としても

見られる現象であったら このため、人々は征服

者あるいは移植者として新しし、土地に移 り住むこ

ともあるが、その反対に、征服者の交替によって、

既存の生活者が、それまで 「外国人」 であった人々

と同じ国の同胞になってしまう場合もあった。 特

に西ロ ーマ常国滅亡後、中世ヨ ーロ ッパで初期の

国家が生まれようとしていた時期に至っては、被

征服者である民衆にとって、自らが帰属する地域

の名称はしばしば変化した。 また、 彼らの同胞が

減ったり、また新しい同胞が増えたりするという

現象も起こった。 例えば、 10 世紀のフランス

（西フランク王国〉の民にとって、ノルマンディ ー

やブルタ ーニュ 、 ラング ド ックなどの人々はそれ

まで「外国人」 であった。 また、近代ヨーロ ッパ

でいわゆる 「国民国家」 が誕生し、「すべての人

が国家に帰属する『国民』となる」という、言わ

ば普遍的な主権概念が浸透したとき以降も、国家

による領土拡張のための戦争や征服の試みはしば

らく続き、このために国境線はなかなか固定され

ず、人々を空間との結びつきにおいて特徴付ける

「国民」 と 「外国人J というこつの標識（ラベル）

は、人々が自ら移動しなくとも 、 「国境が移動す

る 4」こ とによって変化した。 因みに、この意味

での国境の不確実性は、今日では国際法上ありえ

ないとされているものの、中東、アフリカなど一

部の紛争地域においては未だに存在するものであ

る。

このように、 主権国家が形成されるも国境が固

定されていなかった世界においては、人々は移住

こそしたものの、その移住は、今日広く認知され

ている移民の有り様とは異なるものであった。 国

家の領土変容の結果、ある土地に住む人々が隣接

地域に移住したり、あるいは自分の居住地を治め

る領主（国王） が変わったりする場合は、 したがっ

て、たとえそこに実質的な移民として捉えられる

要素があっても、我々は通常これを 「移民」の歴

史として捉えることはない。

それでは、我々が現在日にしているような 「移

民」 はいつ誕生したのであろうか。 人の移動その

ものは有史以来起こっていた。 この行為に 「移民」

という名称を与えるためには、 何らかの条件が必

要であっただろう 。 例えば、現在、我々が就職や

就学のために他県に移り住むとき、我々は一般的

には 「移民」 とは言われないら しかし、同様の

目的で圏外に移住したときは、この限りではない。

その条件とは、 広く国l際社会がシステマティ ッ ク

に整えてきた領土国家体系、 つまり、 「国境の固

定化」 であったのだろうか。 それとも、そのよう

な 「外からの」 カではなく、国家が、国境の画定

に関し、自 らその要素や機能を充実させていくこ

とによる 「内から」の力であっ たのか。

-2. 国境の生成

国境が単なる「辺境」から「国家を｛推定する排

他的諒解」へと変化 して L、く過程を追った J ラ

ギーの分析では、国家は、その領土主権が定着す

るとともに、世界の中における一つの単位として

生まれ変わり （ ’reconfiguration ') ，それに応じ

て圏内の諸要素が統合されていく 6c つまり 、中

世世界と質的に異なる 「政治空間J として近代国

家の原型が生まれ、その後約 2世紀余を経て、 統

治主体が領土を代表するものとして社会的に認知

されていくプロセスと同時に、統治主体そのもの

が徴税 ・ 徴兵などを通じて世俗化を進めながら効

率性の追求に励み、空間の 「差異化」 を図っていっ
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たのである。 このことは、匡｜家という 「単位」の

存在が認知され始めたことで、それまでの中｜宜的

な世界システムが、 複数の次元を備える近代のシ

ステムに転じたことを意味する。 言い換えるなら

ば、固定された領域空間としての 「国家」 と、そ

の国家間に見られる相互排他的な主権、そして、

そのような条件／特徴を持つ国家同士が集まって

世界が形成される、という国際体系観は、それぞ

れ、単一のエンティティである近代システムの多

様な次元として捉えられる。 このとき、国境は、

単なる 「国の外域」 を意味するよりも 、 むしろ

「相対化された境界」 として把握される'a

領土性 （territoriality） に関するラギーやク

ラトチウィルの研究は、 中世世界システムから領

土主権を持つ 「近代」 国家の出現を鮮やかに描出

したが、存在論的見地からの 「国家」 の巨大化、

つまり、 「近代国家性」 あるいは 「国家の代表性」

を明らかにする ことに主眼を置き 、 「国境 （bard

er）」 そのもののエンパ ワ ーメントについてはほ

とんど触れていなし、。 例えば、ラギーは、国家主

権 （state sovereignty） が国民主権 （nat ional

sovereig·nty ） に移行する段階について、 Bアン

ダー ソンの説明を借りるのみで終わっている九

アンダーソンの説明9をも汲んだ上でそれでもな

お残るのは、 「果たして国家の求心性は、無批判

にその外域の強化に繋がるのか」、という疑問で

ある。 つまり、近代国家が、多様な軍事政治的、

あるいは政治経済的措置を整え、民衆への啓蒙活

動により 「想像」 のレベルでの文化的一体性を強

固に図る努力を続けることは、確かに国家におけ

る統治主体の権威や代表性を強め、国家の統合の

密度を高める結果とはなったであろうが、 そのこ

とが同時に、対外的に脆弱でない （つまり 、自国

の存続が危ぶまれるような影響が外から及ぼされ

なし、）自己を作っていく過程と並行して行われた

と言えるだろうか。

これについて、直接国境 （border） と領土性

( territoriality） との関係を明らかにしようと試

みたのが、 K. ホルスティである九 彼は、 「17世

紀初頭にはボーダーレスであったヨーロ ッパ世界

が、 18 世紀末葉には、如何にして、明確な境界

を表すような国境を備える国家間体系へと変容 し

たのであろうか」 という疑問を呈示しつつ、その

形成過程を分析している＂o ここで、彼はいみ じ

くも国境を 「人為的制度（human institution〕」

と断定するが、それは、彼が国境を、 「明確で排

他的な （法的） 支配圏を示す公式な境界線」 と捉

えているからに他ならなし、。 そして、ラギ一等が

現在の国際体系の発露をほぼ領土国家の台頭にの

み見出したのに対して、ホルスティは、国家が

「領土国家」 から 「国民国家」 に変貌する中で、

国境がどのようにその 「人為的制度」 としての意

味合いを整えてきたのか、という点まで深く探っ

ている 。 彼は、まず、 「人為的制度」 としての国

境は、 当初、統治者の必要から生まれたと分析す

る 。 つまり、徴税圏の確保、権力や裕福さの象徴

としての 「地図」 作り、そして、自 らが支配する

地域の防衛のための方策として、隣国との聞に境

界を設けるという発案が統治者側からなされた時

期こそが、国境生成期の段階であった。言わば、

こ の時期の国境は、近代初期の王国による 「統治

範囲の限界」 を表していた。 国境が、 「居住者が

属する国の識別」 という意味で認知されるように

なったのは、 19 世紀中葉になってやっとのこと

であった。

こ の時期見受けられる興味深い一面は、国境と

いう概念に対する統治者の把握と、居住者である

民衆（被支配者）の把握が、 次第に対立するもの

となっていったということである。「統治者＝支

配者」 の考える国境は、あ くまで自らが統治する

領土の範囲であり、それは、自らの支配力の強化

（弱化） によって自在に拡大（縮小〕 する可能性

があるものであった。 これに対して、 「居住者＝

被支配者J の考える国境は、 自らが軍事 ・政治 ・

経済 ・ 社会 ・ 文化的に帰属するための地理的空間

を識別するための境界線であり、それがほぼ固定

化されることによってその域内空間に政治文化的

同一性（つまりナショナリティ）を生み出すこと

ができる、というようなものであった。 この l時j明

は、両者が並存しつつ、その力関係を微妙に変化

させていくが、ホルスティは、この動きを巧みに

描写 している。例えば、彼は、 18日年ウィーン

会議の際に、フラ ンス領がナポ レオンによる 占領

以前にまで縮小されたときと比べ、 1871 年普仏
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戦争時、プロイセ ンがアルザス ・ロレーヌ地方を

占領したときの方が、はるかに居住者である 「フ

ランス国民」 の拒絶反応が強か っ たと述べる。 ま

た、後者に見られる 「ナショナリズム」 の高まり

を受けて、ヨーロ ッパの国家が、次第に ヨーロ ッ

パ本土での直接的な領土獲得を目的とした紛争を

避け、非ヨーロ ッパ世界における植民地獲得とい

う形で勢力拡大競争を展開していくという側面も、

適切に指摘している。

そして、彼は、この両者が共存する中で、前者、

つまり 「統治者」 レベルの国境が、戦後処理のた

めの国際秩序形成の動きの中で相対的に画定され

ていく 一方で、 後者、即ち 「ナショナル」 レベル

の国境は、統治 （支配〉 側による 「領土的実践

(territorial practice) 12」 によって固定化してい

く、と分析する。

国境を越える人の出入りの管理に関係して、こ

の 「領土的実践」こそが、国境という存在自体の

意義を高めるための重要な要素と言えるのではな

いだろうか。 この点について、次項で詳しく説明

する。

-3. 国境管理のはじまりと 「移民」 の誕生

ホルスティが 「領土的実践 （territorial pracｭ

tice）」 と呼ぶ行為は、国境を固定するための、

国の自発的な、 また、 国際社会での協調を通じた

努力の総体を指している。 それは、旅券（パスポー

ト）の発行や、外敵の侵入を防ぐための警備体制

の確立、 領土が変化するときに国民の認証を問う

国民投票などの、内側からの国境固定化に向けた

政治措置と、領土変更を伴うような国家間紛争に

執劫に反対する国際社会や、その影響を受けた国

家による領土侵犯の激減といった外的な要素から

構成される。言わば、 これは 「広義の国境管理」

である。

ところで、国境ができたところで、そもそも、

なぜ、何のためにこれを管理する必要があるのだ

ろうか。 まず、 「なぜ管理するのか」 という問い

に対しては、これが所与のものではな L、から、と

いう答えを返すしかないであ ろう 。 世界には、海

や山など、自然の城壁によって、あるいは壁や有

刺鉄線などの人工的な遮断装置を用いて境界付け

られている国家が存在するが、如何にその境界を

越えるのが困難でも、国境超えが 「物理的に不可

能」 だという共通了解が地球上にあるわけではな

い。 人の移動の例を用いれば、人はその気に さえ

なれば、 どんなに難しいとされる国境です ら超え

ようとする。 今日我々が辛うじて国境を越えるこ

とを踏みとどまるのは、 我々が、人為的な国境画

定に基づく近代型の国際制度体系を （ときには無

意識に）是認しているからであり、逆に、その

「人為性」 を認めず、ひたすら国境を越えること

に意義を見出す人は、そのような自然／人工の遮

断措置があろうと、人為的な制度による罰則を逃

れられる限り、国境越えに踏み切るであろう。言

い換えるならば、 「なぜ管理するのか」、という問

いに対する答えは、 「近代型国家体系の生成とと

もに生まれた国境が、まだ絶対的なものではない

から」、とも考えられる。 つまり 、 管理しなけれ

ば、 国境はまだ脆弱なのである。 そして、なぜ脆

弱なのかというと、それは国境が自発的に、自明

のものとして生まれたのではなく 、 中｜立世界シス

テムから近代システムへの移行とともに 「他律的

に」 生まれたからである。 国境はこの意味で相対

的なものであるが、この確定に向けて日 々国境を

確認する行為を実践する主体は国際社会ではな く

むしろ 「国家」 である。 国家は国境の固定化に向

けた自発的な努力を国際社会に強いられる、とい

う格好で国境管理に臨む。 もちろん、この 「自発

的行為」 とは、戦争への反省がもたらした、国際

規範への自主的な献身である。

また、我々は 「何のために」国境を管理するの

か。 それは、外の脅威から自国を守るためである。

外からの脅威とは、元来脅威とされてきたもの

（例えば外国からの侵略行為なと） もあれば、最

初はそう ではなかったものの、 途中から脅威にな

るもの （またはなり得るもの〉 として認識されは

じめたものもある。 この分類を可能にするために

は、 「外からの脅威とは何か。 そもそも、何に対

する脅威か。」 という問題を解決する必要がある

が、それは後述することとし、ここでは 「途中か

ら認識され始めた」脅威を例示するものとして、

人の移動を挙げてみたい。
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カナダの社会学者 J. ト ー ピ ー は、その著書 資格基準を定めた出入国管理法であれば、かなり

"The Invention of Pαsspo「t: Surueillαnee, 多くの国に存在する。 このように考えると、人が

Citizensh肌 αnd the Stαte1 3”の中で、 従来の 移民／移住することは、 それ自体では他者から奨

移民研究が、人の移動に関して、国家の役割を所 励されるべき行為でも答められるべき行為でもな

与と捉え専ら経済／社会学的なアプローチに偏っ く、それを国家が管理しようとしはじめたときか

ている点を批判しつつ、次のように述べている九 ら 、 「国家にとって」問題となったと言えるだろ

う。言い換えれば、人は、自ら空聞を移動する｜浪

りにおいてはいつでもただの 「人」 であるのに対

して、国家が、移動する彼らを国境を媒介として

管理しよう （彼らを厚遇する場合であっても冷遇

する場合であっても） としたとき、初めて彼らは

管理される存在として（括弧つきの）「移民」 と

名づけられることになる。 国境という存在と、 国

家によるその管理という実践が生まれて初めて、

「（管理される）移民」が誕生するのである。

「．従来の移民（migration） や移民政策の

分析は、概して、 国家の存在を当然のものと捉え

る傾向にあった。 多くは、 移民の原因を、さまさ

まな社会経済的プロセス プッシュ プル要因、

連鎖型移民、トランスナショナル共同体等ー と考え、

領土国家が 「実際には」、人々を、また国家の諸

活動 とりわけ戦争行為や国家建設ー がその結

果として人口移動を引き起こす状態を、（数ある

選択肢の中から）識別する必要があるという点に

注意を払ってこなかった 移民政策研究は、 国

家の役割を無視してきたのではなく、むしろこれ

を所与のものとしたために、 （人の） 移動の規制

が、国家がまさにその 「国家性（state-ness） 」

を創り上げるのに貢献したという多くの状況を見

失っている．私は、このような偏見に替わって、

人の移動の許可や規制に関する権利を国家が独占

したということ自体が、 まさしく国家建設の本質

であ っ たということを明らかにするつもりである

（括弧内筆者加筆）」

国家による国境の管理が所与のものでなく 、近

代以降相対的に生じた国境を固定化するための国

家の恋意的な実践だとする考え方からすると、トー

ピーの議論は、国家の役割としての国境管理の本

質を見事に捉えているだけでなく、国境管理とい

う行為が、管理すべき対象に関する国家の認識と

深い結びつきがあることを鋭く指摘している。 そ

もそも、近代国家システムが生じる以前から人の

移動は起こっていた。アメリカ合衆国の建国時に

は、人はアメリカに移住するのにパスポートなど

必要なかったし、 入国管理の審査もなかった。 現

在は、世界人口のおよそ 3% C約 2 .8% ） しか人

の越境移動は見受けられない15のに、 19 世紀後半

の数倍も厳しい入国管理があり、また、移民法や

移民政策、またそれに至らなくとも、 一定の入国

2. 移民危機

-1. 領土的実践としての国境管理と移民

前項では、近代国家とその国家同士を分ける境

界として国境が成立する背景を追いつつ、その国

境の管理という国家による 「領土的実践」 が

「（管理される）移民」 を誕生させると論じた。 こ

こでは、この論述をより詳細に説明する。

移民という言葉自体は、英語で通常 migrant

や immigrant (emigrant） などと表記されるが、

もともと migrant も immigrant も 、 単に 「ある

場所から別の場所に移り住む人J としての意味し

か持たず、必ずしも 「国境」 を越えるという意味

合いを含んでいたわけではなかった160 これは、

初期の主権国家（領土国家）形成時において、国

境付近の人の移動／移住を厳密に管理するに至ら

なかったという行政上の事情のほかに、次のよう

な背景があった。 つまり、「人が移動すること」

と「国家」との関わりがより密接であったのは、

経済に関する次元でというよりもむしろ政治的な

次元においてであって、その場合、 「移動する人」

は移民とは呼ばれず、むしろ 「（政治） 亡命者」

と呼ばれたからであったn。 また、経済目的で

「似通った空間」内を移住する人々は、 国家にとっ

て特別に管理する必要のある対象ではなかった。
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19 世紀に入ると、移民は新大陸との関わりで大

きくその意味を変え、単に移動する人という意味

だけでなく 、 「一新しい土地の開拓者、移稿者」 と

いう意味を大きく含むものとなった。 しかし、こ

のときでさえも、 当初は、新大陸への移民は政治

的 「管理」 の対象とはならなかった。 例えば、

「新大陸」 として発見された直後のアメリカへは

移民が相次いだが、 19 世紀に入っても 、 現地で

は何ら移民のための政策や出入国の管理がされて

いたわけではなかった。 南北戦争を境にいくつか

の州で管轄圏内外の人の出入りを管理する発想が

生まれ、それ以降、よ うやく「出入国管理」が行

政上の義務であると法定されるに至ったのである。

ヨ ー ロ ッパ世界では、国境を超える人の出入り

を管理するという発想は、移民のコンテクストと

は必ずしも一致しない形で生まれ、 発展した。 ヨ ー

ロ ッパでの国境管理は、 流入者が移民であるか否

かを問わず、 流入者を制限するための査証の発行

と直接に結びついていた。 。iti えば、 16 世紀プ ロ

イセンでは、物乞いや放浪者、ジプシーや浮浪者

(Landstrei cher）などが、査証の発行を認められ

ないカテゴリ ー とされた 1.8。 そして、その後主権

国家が近代国民国家へと発展するとともに、 「 自

己と他者」、 「自国民と外国人」 という二項対立が

まさに近代国家体系を構成するすべての人々（＝

国民） に共通に認知されるようになる中で19、他

者、つまり外国人の入国を管理することがは じめ

て国家の権利及び義務となった。

「管理される存在」 としての 「移民」が誕生す

るのは 、 上述の二つの例を重ね合わせると 、 「移

民＝（政治 ・ 宗教的迫害の結果とは無関係に）あ

る場所から別の場所に移り住む人」と、そのよう

な人々の出入国を規制しようとする国家の法的、

政治的意図が合致したときであると考えられる。

そして、こ のこ とは、国境や（人の）出入国の管

理が国家による義務となったときから、少なく と

も国境を越える場合に関しては、 移民が、 単なる

「移動する人」 ではなく、 「『国家の承諾を得て』

移動する人」と して新たに規定されるのと同時に、

家の承諾を得て移動する」 はずの人が、 今日では

世界のいたるところで、なぜ、その 「移動」 を通

じて国家が太万打ちできないような問題を引き起

こしているのだろうか。

-2 . 「移民危機」 とは何か

国際政治学的見地から移民を研究した M. ウェ

イナ は、その著書で 「移民危機 （migration

crisis）」とし寸表現を用い、近年の移民を巡る国

家や国際社会の状況を分析している九 ここで、

彼は、「入国管理」「統合」 「国際関係」「国際 レ ジー

ム／国際制度」「規範上の懸念」という 5 つの側

面から移民が 「危機」 となる状況を説明 している。

まず、入国管理に関しては、密入国 （耕助）なと

を伴う不法入国者の増加、それも、いわゆる「第

3世界」と言われている比較的貧しい国から、比

較的裕福な欧米先進諸国への入国者の増加を問題

としている。 国家は、自己の裁量で（移住目的の）

入国者の出身国、人数、滞在期間などを決定する

権利を本来与えられていると自認しているのに対

し、このような 「事実上の」 入国者の増加は、結

果として国家の入国管理に関する権限を損なうこ

ととなる。 次に、統合、つまり、移民を当該受け

入れ国の政治に参入させる、という側面に関して

は、それを認める場合、 国家の （エスニ ック な）

構成に変化が生じることによ っ て、 意図せざる政

治問題が生じる 。 これは、 G フリ ーマンが 「利

権目当ての政治（’cli巴nt politics’〕 」 と称する 、

移民集団がロビー活動などを通じて自らのエスニッ

ク集団としての利権を獲得しようとする動きに関

連している 2 1。 論理上は、 こ のことが必然的に政

治の不安定を招くということにはならないが、 実

際には、エスニシティや人種、 宗教などにおいて

同ーの文化的属性を持つ集団の権利擁護に向けた

動きは、少なからず目立っ た政治的動因や変動を

伴うものである。

移民の政治参加が認められていなくとも、移民

が事実上受け入れ国の経済や社会への参画を果た

国家が人の出入国を管轄事項として扱わざるを得 している場合には、比較的穏やかな、しかしより

なくなったというこ とを も意味する。 深淵な程度にまで移民の統合が進むことが多い。

しかしながら、ここで問題がひとつある。「国 いわゆる多国籍企業や多文化社会の例にのみ頼ら
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ずとも、主に中小企業や農業、漁業等で活躍する

外国人労働者の存在や、我々が日常生活において

外国の衣食住習慣を受容し始めていること、また

外国人と生活を通じて交流を深めていることなど

を想起すれば、実際の認知レベルにおいて、それ

ほど理解し難いという話でもないであろう 。 この

場合は 「穏やか」、つまり、 受け入れ国民の間で

ほとんど政治的な問題として認識されないうちは、

単なる事実として統合が進行するが、ひとたび問

題として認識されると、いとも簡単に「危機」と

結びついて語られるようになる。 つまり、移民の

存在が受け入れ国民の （経済、社会的な） 恩恵と

なる場合には、彼らの政治的な 「存在の軽さ 」 に

注意が払われることは稀少である。 しかし、いっ

たん彼 らが国家に不利益をもたらす存在になると、

とたんに、彼らの政治性が 「危機感」 という意識

を備えて、受け入れ国民から問われることになる。

ウェイナーは、この現象は何も、比較的裕福であ

る欧米先進諸国の国民に限ったことではなく、い

わゆる 「第三世界」 の受入国民の聞にも等しく起

こると指摘している九

移民が提起する問題は、これまで専ら国内の

（主に経済、社会的側面に関する ） ものが主流と

されてきたが、ウェイナーは、移民が国際関係に

与える影響にも着目する。 これは、人権が国境を

越えるグローパルな次元で捉えられるようになっ

てきたから、というだけでなく、 一国の政府が、

外国人 （多くは難民） の保護にかかる負担を他国

に押しつける、という側面が見受けられるように

なってきたからである。

また、彼は、移民政策 （migration policy）そ

のものがより直接的に国際交渉に関わるようになっ

てきたと指摘する。 これは偏に、いわゆる政治避

難民、あるいは経済難民と隠II食 （あるいは榔捻）

される人々が増加してきたという背景と関連して

いる。

他国へのパワー （あるいは影響力） の誇示とし

て、もしくは、他国の機密情報を入手するための

手段として、 「政治亡命者 （難民）」 である外国人

を「庇護」という名目で受け入れるという傾向は、

古くは近代以前から発達してきたが、デタントを

経て、冷戦の雪解けとともに次第に廃れてきた目。

現在国際政治の舞台で顕著なのは、居住国内で

「政治的迫害を受ける可能性がある」とはにわか

に判定し難い人々が国外に流出し、政治難民を自

称し受入国の庇護を個人的に求めるというケース

である九 彼らの中には、深刻な身の危険を感じ

たために出身固から避難してきたものの政治亡命

者として国家庇護を受けることのできない人々

（政治避難民） もいれば、厳密には出身国の政治

に関わる問題というよりも、むしろ、移住を試み

る本人の経済的、社会的事情が動機であって、労

働力の国際移動を法的に規定するチャネルを通さ

ず政治的な受入国の保護を期待するもの （経済難

民） もいる 。 このケースについて、出身国政府と

目的移住先国の政府、あるいは複数の目的移住先

国の政府間で、どのように対処するべきか、議論

が行われるようになった。 後者の例として、例え

ば、「キューバ難民」を巡る合衆国とキュ ーパ政

府との交渉、旧ソ連崩壊後の旧ソ連在住ユダヤ人

のイスラエルに向けた大量出国を巡る、米一 ロシ

ア、あるいはロシアーイスラエル、米 イスラエ

ル聞の交渉が （それぞれ交渉の性質はことなるも

のの〉挙げられる。 また、前者の例としては、イ

ンドシナ難民への対処を巡る G7 諸国聞の協議25

や、域外国境において増加する庇護申請者を受け

入れる際の負担の平等化を目的とする E U加盟国

間の交渉26等が当てはまる。

先に挙げた政治亡命者を巡る伝統的な二国聞の

外交関係においては、政治亡命者は自身が関係す

る 当該二国聞のパワーゲームに利用される 「駒」

としての役割が主で、たいていの場合、受け入れ

側からは（条件付きであっても）歓迎されるが、

出国先からは、当然、その出国をできる限り阻害

される。 亡命する個人は受け入れ側への移住を希

望しているわけなので、受け入れ側と「移民（こ

こでは 「政治亡命者」〉」側の希望が合致すること

となる。

国際政治の文脈において 「移民 （migrant）」

が危機となるのは、このような、受け入れ側の希

望と移住を願うという個人の希望が一致しない場

合、とりわけ、移住を願う個人に対して移住目的

先の国家がこの受け入れを望まない場合である。

厳密には、移民に関連してこのような「需給の不
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一致」 が見られる場合、国家が流入者（または流

入予備軍）を国家に対する 「脅威J と捉え、これ

に危機感を募らせると述べるほうが適切であろう 。

そして、実際にこのような視野から危機を捉える

国の中には、これを回避するために相手国に侵攻

したりへ直接的な国家間紛争には至らなくとも、

これを問題として対外交渉のアジェンダに据えた

りする国が目立つようになった。 また、これを国

家レベルで対処できない問題として、広く国際社

会にその解決を求める国家も現れた。 このことが、

ウェイナーが言うところの 「国際レジーム／国際

組織」が、危機に直面することにつながった。

ウェイナーによると、今日の国際社会には、

1951 年ジュネーヴ難民条約に基礎を置き UNH 

C R主導で構成されてきた、難民保護に関する

「国際レジーム」が存在する九 成立当初、つまり

条約が生まれた時期に比べ、 現在では、保護の対

象となる難民の増加により、それまであった規範

の遵守が困難になってきた。 つまり、同条約条文

中にあ る 、 「迫害されるかもしれないという十分

に根拠のある恐怖」の裁定がし難くなってきたの

である。 これは、大量の難民申請者に対応する入

国管理審査官の人数が足りない、という意味だけ

でなく、申請者個人が、 ジュネーヴ条約や、各国

が独自に定める難民法（庇護法） の規定にどの程

度まで当てはまるのか、という点や、また、 突き

詰めると、申請者が故意に虚偽の申告をしていな

いかどうか、という点を見極めることが非常に困

難になってきたことをも意味する。 この背景には、

中国の「蛇頭」と呼ばれるものなど、人の密入国

を組織的に暫助するグループの台頭や、その他の

組織的犯罪と結びついた形での不法入国者が増加

している、という事情がある。 このため、今日で

は、難民の保護が、不法入国に関する国家聞の刑

事司法協力や、 各国の検察 ・ 警察当局聞の協力体

制を擁立する必要性との関連で捉えられるべき国

家の政治措置とされる必要が生じており、そのた

めに既存の「難民レジーム」の正当性、時代性、

存続あるいは変容の可能性について、 一連の議論

が繰り広げられる展開に至っている。

この状況に加えて、ウェイナーは、難民や移民

など、今日の国際的な人の移動との関連で、 UN 

HC R、 I L O 、 I OM （国際移住機構） 、 UN 

D P 、国際赤十字等の国際機関の活動の内容にも

大きく変化が生じていると指摘する。 ここでは、

急増する難民や避難民、移民その他外国人に対応

するための資金や人材の不足といった問題のほか

に、マンデートに関わる問題、つまり、既存の対

応の仕方では今日見られるような大量の人の移動

に対処できないために、新たな任務の領域、 主に、

移民 （難民） 放出国への介入を含む任務を開拓し

ようとする場合での問題も生じる。 特に後者につ

いては、このような国際機関の国家への介入を国

連や国家がどのように認めることができるか、と

いう問題を1持決することがまず必要な急務となる。

国際機関の新しい活動が許可を得るまでの手続き

にかかる時間と困難さを考えると、難民や移民に

関する喫緊の課題を対処する必要があるのに対し

て、それに迅速に応じることができない不手際さ

が、 国際機関をして難民や移民を 「危機」 と感じ

るに足らしめている一つの大きな要因となってい

ることは否定できな L、

そして、最後にウェイナーが挙げるのは、倫理

に関わる問題である。 ひとつは、 一国の政治シス

テムへの参加者を誰にするべきか、という問題、

そしてもうひとつは、他国の政治システムへの干

渉をどのように倫理上規定するか、という問題で

ある。

前者は、ある国民が自らの国籍国から労働やそ

の他付加価値の生産を通じた貢献を求められる一

方で、その報酬として公共の利益を還元され、ま

た、その他公共の諸価値を配分されるという相互

の関係を形成する、という了解を前提としている。

そして、外国人が、非国籍国である居住国との聞

において同様の相互関係を結ぶことができるかど

うか、ということが問題となっている。 即ち、外

国人居住者に対する公的権限の付与や便宜供与を

巡る問題が生じているのである。

このような、外国人の 「承認をめぐる政治」の

様相は複雑である。 外国人居住者の法的分類が多

様であることが主な原因なのであるが、それ以上

に、法的分類が十分可能な準則が現在整っていな

いということが問題となっている。 分類に｜探して

法的根拠が殴昧になると、分類を政治的判断に頼
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ら ざるをf尋な く なるからである。

以下に具体的な例を挙げてみたし、。 ある国に入

国する外国人は、その法的地位や、その入国先に

おいて一般にどのような権利義務を有するか、と

いう 要件を基にそれぞれ違う呼ばれ方をするわけ

だが、彼 ら をどのように分類するか、またどの よ

うな分類上の l呼称を用いるかなどの判断は、各国

の裁量に任されている 290 ウェイナーの記述を借

り ると、 一般的な呼称としては、 「国外追放者

(Expatriate）」 「 亡命 者（Exile） 」「 難民

(Refu肝心」「庇護申請者 （Asylum seeker〕 」

「移民 (Immigrant） 」「外国人労働者（Guest

worker） 」「外国人不法労働者（し 、わゆる 「不法

移民」） (Illegal immigrant） 」 などが挙げ ら れ

る却が、 一人の人聞が複数の呼称で呼ばれる こと

もあるし、入国後、 一定の時聞を経て、あるカテ

ゴリ ーから別のカテゴリーに替わったものとして

別の呼称で呼ばれることもある 。 図 （ 【入国者

(migrant）の分類 〔1) 】 ） 中、”Undocumented”

とい う カテゴリーを、 「密入国者・不法滞在」 と

訳したが、これには次のような理由がある。 実際

に Undocumented な （身分証明書ーを持たな い）

人々は、出身国政府による迫害や強制退去命令な

どのために、 ほ とんど所持品を持たずに国外脱出

する避難民や、 元来の生活習慣や歴史的経緯に よ

り無国籍であるため身分証明書自体を持っていな

い人々など、 多様にわたる。 ところが、司法当局

非法~ ‘ 

【入国者 （migrant） の分類（ 1 ) >
（ ウ ェ イナーの分類を基に筆者作成）

出身園出国の意思なし 凶円ス旦l凪イ町

但xpat1ialc) 

仁命者

(Exile) 

密入国者 ・ 不法滞在 難民

(U ndocumen l庇I ) (Refugee) 

庇議申請者
(Asylum seelくe 1)

外国人不法労働者 学生、旅行者
(Illegal immigrant) 

外国人労働者
(Guest worker) 

移民
出身国出国の意思あり

(Immigrant) 

d法~ 

が積極的に Undocumented と呼ぶ人々は、むし

ろ、最初から意図的に不法手段を用いて入国や入

国先での滞在を図る個人や、 学生や旅行者として

入国したもののその後滞在期限が切れた後も入国

先に住みつづける人々である。 つまり、このカテ

ゴリーは、前者も法的には確かに証明書を所持し

ない人ではあるものの、摘発や検挙の対象となる

人々や集団は概ね後者であることを示 したもので

ある。

【入国者 （migrant） の分類 （2） 】 の図は、 当

該者の入国後、 政府当局が彼 ら に政治、社会的領

域において、それぞれどのような権利を付与する

必要があるのか、また、彼らにどのような義務を

課す必要があるのか、という観点に基づき、入国

者の分類を試みたものである。 ここで留意すべき

点は、この図に挙げられているどのカテゴリーも、

それぞれ、合法である ；場合と非合法である場合が

ある、という点である。 ここでは、入国の仕方が

合法的あるいは非合法的である、という意味だけ

でなく、どのカテゴリ ーに属する人々も、身分証

明書を付帯している場合もあるし不所持の場合も

あるということも示唆している。

つま り 、これは、 今 日 多 く の国々において、外

国人の滞在、居住や政治／社会参加を規定する法

律や政治措置が十分でなく、その結果、外国人の

多くは、その入国の仕方や入国の際のカテゴリ ー

に関わらず、滞在国内で十分に安定した身分を獲

【入国者 （mig ra nt ） の分類（2） 】
（ウェイナーの分類を基に筆者作成）

政治的

国外追放者
（，、ィポ ＇） ティ力Jレ）

亡命者
(Expatriate) (Exile) 

難民
(Refugee) 

永久的 l丘議申向者
(Asylum seeker) . 器

移民
白mmigrant)

外国人労働者
経済的 (Guest worker) 

｛ローポリテイカル）
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得する ことができていないことを意味する。

国家の政治、経済や文化、社会は、当該国の国

籍を持つ国民によって担われ、 発展していくのが

その本来の形である。 つまり、国の政治への参加

や経済活動への従事、社会参加やその運営などを

行う主体となるためには、個人はまずその国の国

籍を持たなければならないというのが、（近代）

国民国家成立以降の通常の有り様であった。 しか

し、今日、 「 トランスボーダー空間」、あるいは

「グローパル空間」の誕生が、このあたりまえの

話を根底から揺るがした九今日では、国家や社

会を作る人が、必ずしもその国の国民とは限らな

い、としづ見解が、十分説得力を持つようになっ

てきたのである。

この中で、個人が国家によって 「承認」 を得る

段階においてその法的な身分（つまり当該国の国

籍を保持していること） が必ずしも絶対条件では

なくなってきたことも事実である。 例えば、外国

人居住者 ・滞在者は、時代の経過とともに、居住

先の社会の有り様を変化させ（例 ． 多文化社会の

創設） 、 自らの法的資格（ここでは国籍）と関連

しない形で政治への参加を求めるようになった

（例・ 地方参政権の希求） 320

そして、そのような現象は、法的板拠を伴わな

し、既成事実として社会に受け入れられることとな

る。 この場合を仮に多文化社会の成功と捉えると、

その成功は決して永久に保障されるものではな L 、。

不思議なことに、 多文化社会が成功し、その概念

が国民、非国民を問わず当該社会全体に浸透して

いる段階にあるときは、その構成員である居住者

は、ほとんどその脆弱性、 一過性に気つく ことは

な L 、。 むしろ、多文化社会の受容に対する肯定的

な世相が先行しているときは、相互の交流が深ま

るほど、我々はその確固たる存在、 恒久的な存在

としての多文化社会が現前に完成されたような錯

覚を起こす。 しかし、我々は往々 にして、偶然に

発見するまでそれが 「錯覚J であることに気づか

なし、。 そして、ある日あるとき突然、 「多文化の

受容や外国人の政治／社会参加は、決して我々が

当然のように標携する筈のものではない」 という

ことに気づき、樗然とするのである。 そして、そ

の 「あるとき」 とは、当該国の経済の悪化による

労働市場への悪影響がピークに達したときであっ

たり、テロリズムやその他組織犯罪等によって特

定のヱスニック集団の悪評が高くなったとき、ま

た彼らが危険視されるようになったときであっ た

りする 。 既住の外国人との交流によるだけでな く

とも、入国する外国人の人数がある一定数を超え

たときも、国民は漠然とした恐怖を覚えるもので

ある。 特に、こ の傾向は、自国と文化的 （言語、

宗教、 エスニシティその他を含めた広義の概念）

に異質である人々が入国すればするほど大きく な

る 。

一つには、これは外国人の法的根拠制度｜床であ

ることが大きく関係している。 だが、より実際的

なレベルでは、 当該外国人の処遇について対応す

るのがどの省庁のどの部局なのか、ということが

不明瞭であることがよ り 大きく関連している。 帰

するところ、これは政策形成側の問題になるわけ

である。

そして 、 ウェイナ ーが掲げる倫理上の問題

(moral question） とは、この実際の政策に関わ

る領域での不明｜僚さが、サービスを受ける対象者

だけでな くそのサービスを提供する行為者自身に

も認識されている、という事実が根ざすところの

問題である。

このことは、かつては問題視されていなかった

が、今は違う 。 【入国者（migrant）の分類（2） 】

において、かつては、移民や外国人労働者など、

経済／社会的な動機による入国希望者のカテゴリ ー

は経済関連省庁が、亡命者や難民、庇護申請者な

と、政治的な動機による入国希望者については外

務省や法務省が、それぞれ管轄するものとされて

いた。 現在では、 基本としてはこの担当省庁の割

り振りは替わらないが、従来、それぞれ別個に政

策を打ち出しそれらを実行してきた各省庁が、だ

んだんと互いに協力しつつ対応にあたるよう になっ

てきた。 例えば欧州各国では、庇護申請者の取り

扱いについて、それまでは難民条約の圏内解釈に

よって資格が認められないものは （政治的判断が

ある場合を除いて） 原則として国外退去を決断す

るだけで終わっていたが、現在では、もしその庇

護申請者の家族が申請先の圏内で移民もしくは外

国人労働者として生活している場合、彼らの庇護
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申請そのものは認めないものの別のチャネル（例

えば家族再統合を認める政策措置など） を通じて

結果として彼らの入国を認めることも可能という

選択肢が生じている。これは、主に人道上の原則

に則った解釈である場合と、事実上、 二世代以上

にわたって当該国内に生活する外国人に対して、

彼らの家族の呼び寄せを認めないことには不法入

国等の形でより収拾のつかない事態を引き起こす

可能性があると判断する当局の懸念から生じる場

合と、双方を照らし合わせた上での現実的な対応

であると言えるだろう。

問題は、このような政府当局による実際的な対

応が、必ずしも国民すべてに正統的に承認されて

いるわけではないということである。 法的根拠が

陵昧な外国人の処遇に対して、国民の対応は多様

である。極右は、外国人が国民と同様の処遇を受

けることを一切認めないし多くの場合彼らの即刻

国外退去を求めるが、この主張がポピュリズムと

結びつくと、極右の主張を持たない国民の聞にも

この種の外国人嫌悪が蔓延する。 逆に、外国人に

対して、国家がむしろ彼らの国外への帰還を奨励

するような動きが目立つときは、 NG O等をはじ

めとした人権擁護団体などがそのような国家の行

動を批判するようになる。 要するに、国家が外国

人の受け入れに対して基本的に肯定するべきなの

か、否定するべきなのか、また、どの程度肯定す

るべき（否定するべき）なのか、という問題につ

いて、未だ国家と国民との聞にコンセンサスが生

まれていないのである。このため、外国人を排斥

する側、擁護する側双方とも、政府の打ち出すど

のような政策をも批判できる立場にあり、このこ

とが、 「倫理上の問題」をより複雑にしている。

その一方で、政府は外国人の入国管理状況を 「危

機」と捉えつつ、このような倫理上の問題に真っ

向か ら取り組むこ となく、外国人の数や質（園、

性別、職業、年齢等〉 の制限や管理に時間と手間

を費やしている。

3. 制御不能な国家？

1. 「国境」の想起

外国人の入国を管理するという国家の機能は、

前掲のように近代国家が形成され、その国民統合

が進んでいく過程の中で生まれた。 そして、その

機能は最も代表的には旅券（パスポート ） や査証

（ビザ） の発行等を通じて整備されてきた。

国家の出入国管理機能は、それが生まれた当初

からつい最近までほとんどその内容や効果を問題

視されることはなかった。 それどころか、あたか

も本来存在せず、最近の「移民危機」の高まりに

よって突然浮上してきたかのように捉えられるこ

とすらあった。 このような認識不足は、 一般の報

道に限らず、移民研究者の間でも見受けられた。

特に後者について、移民研究者の A ソルパー グ

は、 「振り返ってみるとし、かにも奇妙なことであ

るが、古典的な移民研究は総じて、これまで国境

やその効果について注意を払うことがなかった。」

と述べている九実際、国境（border）というも

のが、外国人の流入に対してそれ自体で排他的な

管理機能を持っか否かという問題は、近年まで、

問いを立てるまでもないこ ととされてきた。 その

問いに対する答えが自明であるかどうか誰も答え

ることができなかったにもかかわらずに、である。

そして、 1980 年代半ば以降、新しい移住先を求

めて南や東からの人々の急増に直面した米州や西

欧各国の政府がこの現象を「移民圧力 （migra­

tion pressure）」と呼ぶようになってから、ょう

やく出入国管理の機能がどのようにあるべきか、

ということについて、実務者問、メディアや一般

の人々の聞で議論が繰り広げられることになっ

たへ また、それまで社会学、人類学、経済学等

を基礎に置く 「空間無差別的 （spαce-indifferent 

） 」 なアプローチ35が専ら主流であった移民研究

も、この動きを受けて、移民行為の動機、移民が

意図する移住目的先、移住を正当化するための法

的、経済的、社会的媒介、その他移民行動を可能

にする決定要因のひとつを国家と捉えるアプロー

チを新たに生み出すこととなった。 つまり 、 移民

が 「危機」 となったことで、国家が移民の （出）
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入国を管理する役割について研究する必要性が認

識されるようになっ たのである。

-2.政治学的アプローチの誕生

国家の機能に着目した 「国家主体型 （stαte

centric） 」 移民研究のアプローチは、 最も顕著な

ところでは政策研究として展開され、それ以外で

も主に政治学や法学を基礎とした分析が主流となっ

ている。 これに対して、経済学や社会学は、前述

の通り、むしろ個人の移民動機や、移民行動が移

動する空間（出身園、経由国、目的園、その他

「 トラ ンスナショ ナル／グローパル」 空間等）に

与える影響の分析に主限を置いており、そのよう

な分析において、国家は、語られることがあった

としても説明要因ではなく、むしろ説明される方

の要因であった九 ただし、ここで付け加えてお

くべきは、国家の重要性を認識するアプローチは、

従来の移民研究アプローチから生まれつつも同時

にその従来のアプローチに影響を与えるものとなっ

ているということである。 先述のとおり、パスポー

トの誕生とその機能について分析したトーピーの

議論は社会学的見地か ら国家の管理の役割を捉え

た一例であるし37、経済学の分野でも、発展の経

緯こそ異なるものの、個人が受ける使益の相対的

な優位性（comparative advantage）を求めて

自発的に移動すると Lづ、移民の 「個人動機」 を

前提とする従来のアプローチから、そのように

「移動する個人」と「移動先空間」との聞を一つ

の因果関係で説明するのではなく、人の移動を規

制あるいは調整する存在（経済学の場合国家に限

らず、地方政府や企業も含まれる〉を介在する要

因として加え、その介在を通じた人の移動が、移

動先の都市や国家の変容をどのように促すかとい

うテーマをヒューリスティックに分析するという

スタイルが生まれ始めた九 一方で、政策研究の

分野では、移民を対象とした政策過程の分析が始

まりへまた、政治学や国際政治学の分野でも、

それまで社会 ・ 経済的な要因とされてきた移民や

その他の外国人の存在を、圏内／国際政治に関わ

る要因として認識し始めたことは、これまで述べ

てきたとおりである。

移民の政治学的研究（以下、政策研究も含める

こととする）は、それまで主流であった「空間無

差別的 （spαce-indifferent） 」 な移民研究の限界

を補うものとして生まれたが、これまでの研究を

見る限り、 「グローパルな空間の出現に伴う相対

的な国家主権の衰退 （サッセン）」 に対11時する国

家の行為をより 重視する立場40 と、移民を説明す

るヒューリスティックな分析のためのひとつの要

因として国家の役割を加える、というより控えめ

なアプローチ，11 とに、大きく 二分されているよう

な印象を受ける。 いずれのアプローチも、これま

で国家による出入国管理の機能についてあまりに

も無関心であった（社会学的）移民研究の動向に

一石を投じることに成功したが、政治学的移民研

究として、ひとつの収束が見られているわけでは

なし、。 政治学的移民研究は、この意味で未だ発展

途上であるとも言えるだろう 。

-3.政治学アプローチの複数の潮流：「隔た

り仮説（Gap Hypothesis） 」 とリベラル国

家の対応

国家の行為や機能に着目する多くの政治学的移

民研究は、今日の世界で起こっている 「移民危機」

が国家の出入国管理システムの機能不全によって

引き起こされたと捉えている点では一致している。

しかし、そのようなシステムの機能不全やその修

復が国家自身によって可能となるのか否か、さら

に言えば、国家が最終的には自らの力で移民危機

の回避や解決を図ることがどの程度可能とみるか

は、アプローチによって異なる。

まず、今日の移民に対する国家の管理システム

がうまく機能していないことについての各アプロー

チの一致した見解は、 「それは、リベラル国家で

あれば必然的に抱えるディレンマだ」というもの

である 。 J F . ホリフィーjレドは、「今日の（欧

米〉諸国はもはやこれ以上の移民（migrants)

を必要としていないにもかかわらず、望まない移

民を受け入れている」という「隔たり仮説（Gap

Hypothesis）」刊を立て、これを国家のリベラリズ

ム的基礎に拠るものだと説明する（「リベラル・

パラドックス論」）。 彼は、「リベラル国家がその
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原則に！照らし、（労働）市場に対し開放的な政策

を取ることで市場の外国人労働力への需要が増加

する 」 とした上で、「その一方で、国家は、当の

リベラル原則lが掲げる社会正義勺こ沿って行動し

ようとするならば、国民の保護のために、他者の

入国に対して閉鎖的なスタンスを取らなければな

らない と いうディ レンマに陥っている」 と分析す

る。 つまり、国家が 「国境を超える労働J空間に向

けた市場の開放という リベラリズムの原則を掲げ

つつ、その主権の発露としてできる限り閉鎖的な

国境を同時に追求しなければならなし、」 存在であ

るというのが彼の見解である。 これが、移民管理

に関する国家の 「 リベラル・ パラドックス」と、

彼が呼ぶところの所以である。

C ヨ プケは、出入国管理に際して国家が制御

不能（”out of control＂） とされるようになった

背景について、 ホリフィ ールドの 「 リベラル ・ パ

ラドックス」 に同意しつつも、こ の点について次

のような見解を加えている九 彼はまず、 国家は

出入国管理に関し、 近年稀に見る問題を抱えては

いるが、 「制御不能」 という結論を少なくともア

カデミアが導き出すのは不適当だと断言する。 彼

は、 「国家が制御機能を失った」 という見解を、

一般に信じられている社会的通念 （public

myth） としたうえで、これはアメリカでは 1981

年に移民 ・ 難民政策に関する連邦特別調査委員会

(SCIRP）が提出した報告書 （ιS Immigration 

Policy and the Nαtionαl Interest） による指摘

がもとで広まったものだと述べている＇＼ この報

告書は、失った国家の管理機能を取り戻すために、

移民の不法入国を取り締まることが先決事項だと

結論付けているが、 ヨプケは、国家の管理機能の

「喪失 (lost） 」 と 「回復（regain）」の連鎖とい

うこのような ロ ジックが、 政策形成側だけでなく

移民研究者の問でも浸透していることに警銭を鳴

らしている。 つまり 、 移民を法的に管理できない

ことと、 国家の管理機能の喪失を同等とする考え

方は、必ずしも学問的見地からは明示的とは言え

ないというのが彼の見解である。

このように、 ヨプケは、国家が対応しきれない

ほどの移民希望者（”unwanted immigrantsつ

を管理できない状態にあるとき、その管理体制を

厳しくすることによって解決することがでユきると

は論じていなし、。 彼に言わせれば、 国家の出入国

管理がすばらしくうまくいっていた時代など、今

まで一度もないのである九ま た、 一度門戸を聞

いたならば、その後どんなに厳しく管理しようと

しても、移民の不法入国は後を絶たない。 つまり、

不法な入国者やその他望まない移民希望者の往来

をゼロにするための出入国管理という機能はあり

得＝ないのである。

そして、 このような不可避的な側面をも含むも

のとするならば、国家が自発的に望まない移民の

1FilJ御や管理に務めることが可能だと彼は述べる九

つまり、彼は、人の越境移動についての国家の部

分的な管理の可能性を説いている。 そして、 この

管理の不完全性は、特に自由民主主義制度を基礎

とする国家であればあるほど、 そのような国家に

内在する不可避なものだと論じている九

これに対して、ホリフィーjレドは、国境を越え

る人の移動に際して、その行き先や、移民行為そ

のものを決定付けられるのは究極的には国家であ

り、それゆえ、人の移動という現象が国家にとっ

て問題となる場合は、国家が本来自らの裁量によっ

て問題解決を図ることが可能だとする見方をとる。

そして、国家の管理機能の不完全性を指摘するに

とどまらず、ネオリベラルな国際制度の構築によっ

て、国家がそれ自身で不完全性を克服できるとい

う道を示唆する 49。 そして、 この考え方がその後

実際に政策形成に関わる人々に、大きく影響を与

えていくこととなる。

4.外交による「克服j

-1.国際協調によるリベラル・ パラドックスの

克服

ホリフィ ールドは、 リベラル国家が内在的に抱

えるノfラドックスから開放されるには、まず、資

本やモノと同様に人の移動を管理する国際制度が

可能とはならないのか、 という疑問を解決するこ

とが必要だと考えた 。 彼は、 Ghosh, B. ed. 

Manαging Migration: Time for α New 

International Regime？ 印 中、＂Migration and 
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the ’New' International Order: The Missing 

Regime＇『という章で、人の移動に関する 「国際レ

ジーム」 成立の可能性を示唆している針。

この中で、ホリフィールドは、移民政策に関す

る国家間提携は、 EU (EC） 加盟国間世では成功

していると論じている。 この理由を、彼は、 次の

ように述べる。 EU (EC） 加盟国は、相互におい

て経済的にも政治的も （また文化的にも〕、比較

的格差が小さいだけでなく、提携することで、提

携以前では得られなかった共通の便益を得ること

ができる。 移民政策を一国だけで遂行するこ とは、

欧州統合の進展に伴ってますます難しくなってい

る現在、国際的な協調をすることで、財や資本の

ような正の便益は生まれないものの、相互依存関

係からもたらされるリスクを回避することができ

る 。 つまり、 EU (EC） 加盟国間では、 国家聞の

協調やその制度化を通じて規則的な権力の集中と

主権の共同管理（「主権のプール」〉 が実践される

結果、デメリッ トの減少が可能となる。

これに対し、経済的，政治的 （かっ文化的な）

格差が極めて大きい国家の聞では、 人の移動の共

同管理体制を可能にするような共通の便益を見出

すことは困難だと彼は述べる。 そして、その困難

を克服するためには、彼の言う、人の移動の共同

管理のための 「国際レジーム」 形成に積極的でな

い国々に、 その必要性をl喚起させるよう、説得や

交渉を行うことが必要だと説く 九

ここでは、 一般に貧困国と言われている国のほ

とんどが、 欧米等の先進諸国への潜在的な移民送

出国と設定される。 その上で、貧困国と富裕園、

また、移民を送り出すことで利益を得る前者と、

（単純労働）移民の入閣をできるだけ制御したい

と考える後者との聞の協調を成功させる条件とし

て、 イシュ ーリ ンケー ジの可能性が示唆されてい

る。

- 2.イシューリンケージに基づく二国間交渉

ホリフィ ーjレドは、 このイシュ ー リンケー ジに

基づく移民管理の国際協調体制が、 「新しい レジー

ム」として呈示されうると唱えている。 移民問題

に関するイシューリンケー ジとは、 具体的には何

と何の リンケ ー ジなのか、またどのようにリンク

させるのか、ということを確認するために、まず

は二国聞をモデルにしてこれを明らかにした し 、。

図 1 では、 「富裕な先進諸国＝移民受け入れ国」

を A国とし、 「貧困国＝移民の（潜在的）送出国J

を B 国とする。 そして、現在、 A 国は、 「これ以

上 B 国からの移民を受け入れた く なしづと考えて

おり 、 また、 B 国は、 「A 国へ今後も移民を送り

出した し、」 と考えるかもしくは 「 B 国民がA国に

向けて自発的に移住しようとしていることに気づ

いても、これを国として規制したり阻止したりす

る義務を負わなし，J、と考えているとする 。 ここ

で、 B 国は、 A国へ移民を送り出すことによって、

移民からの送金などを通じ利益を得ており、その

送金総額が、 B 国が移民を送出することによって

失う生産要素（労働力〕 価格総額、あるいはその

労働力を圏内市場に投入した場合の機会利雄の総

額よりも大きいと仮定する。（ここで、 A国が B

国民をA国内労働市場に参入させる際のA国にとっ

ての便益は考慮、しない。）

〈図 1 ・ イシューリンケージに基づ白く移民政策交渉〉

A
国
（
移
民
受
入
国
）

B

国
（
移
民
送
出
国
）

移民送仕i数の削減交渉

一一一一＋ 似州

; ー惨 敏史捗側

A園、 B 国の属性をこのように設定した上で、

二国聞の関係をみると、次のようなことが分かる。

まず、 「移民送出数の削減交渉」 では、 A国は B

国に、 B 国か らの移民 （emigration） 数を削減

するよう求めるものの、 B 国にとって、移民数を

削減することは、 当該移民がA国で労働した場合

に得られる答の送金を国庫に収拾できなくなるだ

けでなく 、 自発的に出国しようとする B 国民を引

き止めるためのコストの増大にもつながる 。 従っ
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て、移民数削減を巡る二国間交渉は、 A国の利益

を生むことはあっても、 B 国の利益を生むことは

ない。 それどころか、交渉以前に比べて、むしろ

B 国の損失を生む結果となる。

次に、「開発援助交渉」では、 B 国がA 固から

開発のための資金やその他有償無償の援助を受け

ることは、 B国にとって当然好ましいことであり、

B 国の利益に適うことである。 これに対して、 A

国が B 国へ経済援助を行二うことによって得られる

便益の大きさは、可変的である。 これは、社会開

発／経済援助の目的が、主に政治的な影響力の拡

大であったり、人道的な配慮に基づく配慮、であっ

たり、援助の恩恵を受けるアクターが不明瞭なグ

ローパル ・イシューの解決であったりするため、

政策を笑施した結果得られる便益を等価交換の形

で評価しにくいことに起因する。

ホリフィールドは、ここで、 Lマーティンの議

論を借用して、「説得によるリンケージ交渉」 の

可能性を説く 。 つまり、これまで援助側と被援助

側の間で合意されてきた、等価な付加価値聞の均

衡をひとたび崩し、 「移民問題の解決」 という項

目を新たな付加価値として加え、その上で新たな

均衡を制り出すことが、「説得」 によって可能と

なる、というのである。

ホリフィールドが具体化した移民問題に関する

イシューリンケー ジ と説得による交渉のロ ジック

は、当時既に欧米政策形成者たちゃ、国際労働機

関 (ILO）、国際移住機構 (IOM〕、国連難民高等

弁務官事務所（UNHCR）、そして NGO で流布

していた 「移民の替わりの援助 （aid in place of 

migration） 」 という考え方に拍車をかけ、それ

を理論的に正当化し、政策の実施をパックアップ

する役割を果たすという意味で、彼らに大きな影

響を与えた九 また、同じく多くの国際機関が共

有しはじめている「秩序ある国際的な人の移動」

という規範は、本来、紛争や貧困を起因とする人

の移動に関わる新しい問題に人道的に対処するた

めに国際保護体制側が生み出したロジックである

が、受け入れる国家の側や地域の側にプラスのイ

ンセンティブを与えることが可能になったのも、

このロジックの貢献と言えるだろう九

もっとも、この貢献は、あくまで実際的な場面

で新たな政策志向を生み出す補助となったに過さ

ない。フィ ー ジビリティの見地から、この新しい

移民管理の方向性が今日受け入れ国家が抱える問

題を解決する確かな手段となるか否かはまだ証明

不可能である。 それにも拘わらず本稿でこの貢献

を取り上げたのには、次のような理由がある。そ

れは即ち、特に欧米先進諸国の移民政策立案にお

いて、実際に、このロジックが採用されはじめて

いることと関連している。 少なくとも「援助政策

とリンクした形での出入国管理」 という考え方は、

現在、先進諸国にとってある程度有益な手段だと

捉えられている。 そして、実際の政策の中に反映

されていく中で、国境管理のあり方に関する新た

な認識の枠組みがここに生まれたのである。

5. 結論

説得による交渉に基づく国際的な人の移動の管

理は、それまで国家が抱えていた問題に光を投じ

ることとなった。 即ち、 望まない移民を「受け入

れる」 か 「排除する」 か、というこつの選択肢し

か持ち得なかった国家は、いまや、潜在的な移民

送出国と負担をシェアするという考え方に活路を

見出すようになった。 この考え方は、移民問題を

グローパル・イシュ ーと設定する点で、画期的で

ある。主に 1980 年代以降、もはや外国人受け入

れに関して「飽和状態」にある、という認識が欧

州で支配的になるにつれて、その 「飽和」性を緩

和するための手段として、移民（の増減〕を管理

する国際協調を目指した外交が展開されるように

なった。 この外交で欧州各国が目指しているのは、

自力ではもはや対応しきれない出入国管理を移民

送出国と共同で行うこと、つまり、国家間での

「国境の共同管理」の実現である。

移民をタ ーゲットとしたこのような外交を可能

にしたのは、ひとつには「望まない入国者」を受

け入れ国家への脅威と感じる「移民危機」説であっ

たが、外交手段を用いるそもそもの誘因となった

のは、国境管理ひいては出入国管理における国家

の主体性を再確認する動きであった。 つまり、移

民行動の決定的な要因を移動する個人とせず、む

しろ受け入れ国家とする政治学的移民研究の進展



-76- 国際関係論研究第 24号

があってこそ、移民政策が、内務政策としてだけ

でなく、「国際社会が解決すべき問題として移民

を扱う 」 外交関連政策としても新たに理解される

素地が出来上がったといえる。

もっとも、この外交は、 そのままではあまりに

も受け入れ国の便宜のみを追求するものである。

それ以前に、出移民や入移民を国家の国民経済活

動の一つの発露と捉えるならば、この外交は、他

国の経済活動に干渉することに他ならなし、。 どの

ような国際規範があれば相殺されるだろうか。 ま

た、何よりも、国境管理はそもそも国家が自己の

裁量において行うものである。これを共同にしつ

つ、国家がその独立性を保つことは、どのような

条件があれば可能なのか。これらは、今後の研究

を通じて解明していくに値すると考えられる興味

深い課題である。
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幻 ウェイナーは、パキスタン人のインド領への大量流入を機にインドがパキスタンに侵攻した例を挙げている

(Weiner, op.cit. p.16）。 また、アルパニアとギリシア間での紛争と両国間の移民 （難民） との関係を分析した論

文として、 cf. 岡部みどり （2005）， ”Balancing Immigration and Security Concerns -The Case of G1eece” 

国際基督教大学社会科学ジャーナル第 54 号C 0 E特別号

28 £1！民研究の領域では、 1951 年 ジ ュネーブ難民条約を基盤とする難民保護規範が国家間で共有されている形を

「国際ffjff民レジーム」と称する文献が数多く見られる（ウェイナーのnrH渇文献のほかに、 G Loesch巴r 等）。 ただ

し、このような国際規範の構築の形が、いわゆるレジーム論者が定義するところのレジームに相当するか否かは
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49 ホリフィールドの「リベラル ・ パラドックス」のロジックが展開されている文献は、 Hollifield, J.F. (1992] ,
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を鑑みるに、移民政策や移民を巡る政治にとって、 国際レジーム研究者が意図するところの 「 レジ ー ム」 が必要
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ある。 そこで、本論では、各執筆者の用いたタームとして扱うほかは 「レジーム」 という言葉は用いず、移民政
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